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下水道事業
収益的収支 2億3903 2億1281 2622
　資本的収支 2748 9135 △6387
国保病院事業
収益的収支 22億7322 28億9605 △6億2283
　資本的収支 2億298 2億9527 △9229

04公営企業会計
会計名　　　　歳入決算額 　歳出決算額　　　収支

上水道事業
収益的収支 1億4571 1億2707 1864
　資本的収支 25 1620 △1595

（単位 : 万円）03特別会計

国民健康保険事業 18億15 17億9944 71
簡易水道事業 8027 7441 586
西臼杵介護認定審査会事業 835 761 73
介護保険事業 16億3945 16億372 3573
後期高齢者医療保険事業 1億9265 1億9081 184

会計名 歳入決算額 歳出決算額 収支
（単位 : 万円）

※令和 5年度から下水道事業が地方公営企業法適用会計となりました。
　また、国保病院事業は令和 6年度から西臼杵広域行政事務組合へ移管
しましたが、令和 5年度までは本町の事務として決算を行っています。

歳出
96億8798万円
歳出

96億8798万円

人件費
14億5253万円
15.0%

人件費
14億5253万円
15.0%

扶助費
14億3926万円
14.9%

扶助費
14億3926万円
14.9%

補助費等
18億6534万円

19.2%

補助費等
18億6534万円

19.2%

維持補修費
4015万円
0.4%

維持補修費
4015万円
0.4%

公債費
7億4491万円

7.7%

公債費
7億4491万円

7.7%

積立金
9762万円

1.0%

積立金
9762万円

1.0%

繰出金
6億9888万円

7.2%

繰出金
6億9888万円

7.2%

投資及び
出資金・
貸付金  

3650万円
0.4%

投資及び
出資金・
貸付金  

3650万円
0.4%

普通建設事業費
8億6574万円

8.9%

普通建設事業費
8億6574万円

8.9%

災害復旧事業費
8億2419万円

8.5%

災害復旧事業費
8億2419万円

8.5%

物件費
16億2286万円
16.8%

物件費
16億2286万円
16.8%その
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歳入
101億3346万円
歳入

101億3346万円

町税
11億7万円
10.9%

町税
11億7万円
10.9%

地方交付税
40億1246万円

39.6%

地方交付税
40億1246万円

39.6%

財産収入
7214万円
0.7%

財産収入
7214万円
0.7%

地方譲与税等
4億6219万円

4.6%

地方譲与税等
4億6219万円

4.6%

国庫支出金
16億99万円

15.8%

国庫支出金
16億99万円

15.8%

県支出金
10億9862万円

10.8%

県支出金
10億9862万円

10.8%

町債
4億6856万円

4.6%

町債
4億6856万円

4.6%

使用料及び手数料等
7億2149万円
7.1%

使用料及び手数料等
7億2149万円
7.1%

繰入金
5億9694万円
5.9%

繰入金
5億9694万円
5.9%

依存財源 75.4
%

依存財源 75.4
%

自主財源

自主財源

24.6
%

01一般会計　歳入
歳入合計は前年度より3億1218万円の増額

　自主財源が24億9064万円、依存財源が76億
4282万円となっています。自主財源である町税
は、全体で2409万円の増額となりました。
　依存財源では、災害復旧に対応するための国・
県支出金が増加しています。施工後、繰越事業と
なった災害復旧事業等は後年度での国・県支出金
対応となる部分もあり、財政調整基金から繰入を
行い財源調整しています。

02一般会計　歳出
歳出合計は前年度より2億8371万円の増額

　コロナ禍からの脱却によりその対応事業費の
減少はありましたが、価格高騰緊急支援給付金
等、物価高に対応するための支出が増えていま
す。また、災害復旧事業費が8億2419万円と
なり、令和4年度から続く復旧事業に対応する
ための支出も増加しています。復旧事業は繰越
事業となったものも多く引き続き早期の工事完
了を目指します。

　令和5年度の一般会計収支決算は、翌年度への繰越財源を除いた実質収支が2億460万円となりましたが、台風災害
復旧事業や物価高対策のため財政調整基金から5億円を超える繰入をする結果となっています。
　災害復旧を第一に取り組み、国・県、社会の動向に注視しながら各種事業を計画的に進め、健全な財政運営に取り
組んでいきます。 ※単位未満を端数処理しています。

財政課 財政係　☎0982（73）1206お問い合わせ

07町 ( 一般会計 ) の預金と借入について
　一般会計では財源調整や将来の公共施設整備等に備えるため
基金を管理しています。また、各種事業に充てるため起債（国や
金融機関からの借入）も行っています。
　令和5年度末の基金残高は、財政調整基金10億3615万円と
なり、その他の基金を合わせて合計30億7935万円となってい
ます。起債残高は62億1417万円となりました。
　残高はそれぞれ適正とされる水準を保っていますが、引き続
き同水準を保ちながら有効な利活用を図っていきます。

一人あたりの預金 ( 基金 ) と借金 ( 起債 ) の残高

借金 ( 起債 )預金 ( 基金 )
57 万 526 円28万 2717 円

（令和 5年度末時点）

06町民一人あたりでみる歳出決算額 ( 一般会計 )
町民一人あたり88万9458円で前年度より約4万5269円増額（令和6年3月31日現在の人口1万892人で算出）

農林水産業費・商工費 教育費 土木費

公債費 衛生費 総務費・議会費

産業振興や商工業の育成、
観光振興のために
15万8037円
（△6294円）

社会資本整備等のために
借り入れたお金の返済
6万8390円
（△624円）

教育の充実や、文化、
スポーツ向上のために
4万9433円
（1651円）

ゴミ・し尿処理や、
町民の健康を守るために
6万4991円
（△3889円）

道路や橋などの整備や
維持管理のために
8万8770円
（2357円）

議会、役場運営等のために

12万3071円
（△1万5878円）

民生費

災害復旧費・消防費

福祉の向上、
充実のために
23万1357円

（7574円）

災害の復旧や
消防の運営のために
10万5409円
（6万372円）

　カッコ書きは前年度からの増減額

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法
律」により、地方公共団体は毎年度、実質的
な赤字や将来負担などにかかる指標（健全化
判断比率）と、公営企業の資金不足率（資金
不足比率）を監査委員の審査に付したうえで、
議会に報告し公表することとされています。
　この指標は、一般会計だけでなく、公営企
業会計等も併せて町全体としての財政状況を
確認するものです。高千穂町は、いずれの比
率についても国の定める基準を下回っており、
健全な財政運営と認められます。

水道事業会計 0 3億5891 ー
病院事業会計 0 6億4430 －
下水道事業 0 9533 －
簡易水道事業 0 586 －

会計名　　　　　資金不足額 　　　資金余剰額　　資金不足比率

令和5年度 ー　 ー　 6.6%    ー　  
（ 前年度 ） （ － ）  （ － ）  　（ 6.2% ） （ － ）   
早期健全化基準 14.98% 19.98% 25.0%   
財政再生基準 20.0% 30.0% 35.0%   

（単位 : 万円）

健全化判断比率
実質赤字
比 率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比 率

350.0%

資金不足比率

05健全化判断比率・資金不足比率
健全化基準の数値を下回り、健全な財政運営


